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はじめに
「社員に共通する利益を図ることを目的とし、かつ、剰余金を社員に分配することを目的としない社団
（旧中間法人
法第二条第一号）
」がある。中間法人法は廃止されたが、中間法人だった団体は一般社団法人として存続し得た。この
法人が公益認定を受けたとしても、公益認定を受けることによって団体の性質が変わるならば格別、そうでないとき当該団体は実質的に中間法人のままである。
中間法人は、 剰余金を分配できる。 退社する社員は持分の払戻を請求できる。 持分払戻請求権が認められていても 「非
二三二
営利法人」である。持分が観念できるかどうか、そしてその払戻請求権が認められるべきかどうかは、非営利性というひとことで決まるものではなく、その団体の営む事業にも左右されるとは考えられまいか。
非営利法人における退社の自由と持分の払戻請求権を考えるに際し、本論文では当該団体の営む事業の特性とそこ
から導かれる事業の継続性
（に対する要請）
とに着目する。まず、中間法人の一例である「中小企業等協同組合
（事業
協同組合）
」において、退社と退社に伴う持分の払戻が保障されるべきことを明らかにし、次に、公益社団法人につい
て設例を用意し、どのような条件が整えば、中間法人と同様に、持分の払戻が可能か、あるいは、それに代わる考え方がありうる 論ずる。旧民法に基づいて設立された公益社団法人であっても、 その団体としての性質だけではなく、その営む事業をも評価の対象に据える。
一
　
中小企業等協同組合
（事業協同組合）
における退社と持分払戻
第一次産業の生産者は、製品を加工・販売等するため 事業協同組合を設立
（中協
法
）（
（
第二四条、第三条第一号）
する
ことができる。いわゆる「六次産 」化を背景におくならば、 事業協同組合の組合員資格に関する「商 工業、 鉱業、運送業、サービス業その他の事業を行う
（中協法第八条第一項）
」という定義に、第一次産業の生産者を算え入れても、
もはや違和感はないだろう。
中小企業等協同組合の 「指導機関」 、 「指導連絡団体」 である 「全国中小企業団体中央会」 は、 事業協同組合の性格を 「講
学上の中間法人と位置づけられて る」 とする。 二〇〇六
（平成一八）
年の整備法
）（
（
第一条により廃止された中間法人法は、
二三三
公益社団法人における退社の自由と持分の払戻請求権（小宮）
「社員に共通する利益を図ることを目的とし、かつ、剰余金を社員に分配することを目的としない社団であって、この法律により設立されたもの」を中間法人と定義していたが
（旧中間法人法第二条第一号）
、中央会は、事業協同組合が
中間法人にあたるとい
う
）（
（
。大審院は産業組合
法
）（
（
に基づく産業組合を、中間法人と判断しているともいう
が
）（
（
、そのよう
な判断は、当該団体の具体的な活動を考慮してはじめて可能となるものだろう。
事業協同組合の剰余金分配には上限が設けられている。 「組合の剰余金の配当は、主として組合事業の利用分量に
応じてするものとし、出資額に応じて配当をするときは、その限度が定められていること
（中協法第五条第一項第四号）
」
という基準および原則があり、 「剰余金の は、定款の定める ころにより、組合員が組合の事業を利用した分量に応じ、又は年一割を超えない範囲内において払込済出資額に応じてしなければならない
（中協法第五九条第一項第二
項）
」と定められている。会社法第四五四条第三項とは異なる。このような上限規制があることから、剰余金分配を目的としないという、中間法人としてのいわゆる「非営利性」
を具えているという説明がなされる。このことは、一組合員の出資が、口数にし 全体の四分の一を超えてはならない原則
（中協法第一〇条第三項本文）
と、組合員の議決権は提供した財産の多寡
（出資口数）
に比例しない
（中協法第五条
第一項第三号、第一一条第一項）
という事業協同組合の総会制度と併せたとき、一定の説得力をもつ。
こうした事業協同組合において組合員 退社という決断に至る事情には、どのようなものが考えられるか。そして
その際、持分の払戻はどのように行われるべきか。
たとえば、上り調子であるがゆえの退社がありうる。販路を確立し、ブランド化も一定の成功をおさめ、さらなる
飛躍を目指すとき、協同組合の結びつきを桎梏ととらえる組合員はいるだろう。これがあらゆる面で望ましい行動と
二三四
言えるかは別として、こうした積極的な脱退を、本論文では〔Ｐ型脱退〕と呼ぶことにする。
逆に、高齢化し、後継者がないが故に、退社という選択肢が現実味を帯びることもあるはずである。引き継ぎに失
敗すれば、農産物、た えばミカンの生産者は、生産設備である果樹園をそのまま貸しに出すか、果樹を伐採して土地の利用形態を改める準備を進めるなどすることに るだろう。こうした消極的な脱退を〔Ｎ型脱退〕と呼ぶ
）（
（
。
中協法上「自由脱退」と呼ばれる退社に伴う持分の払戻
（中協法第五条第一項第二号、第一八条、第二〇条）
について、
「
（その）
権利を制限し又は奪うことができるかは、慎重な検討を要する困難な問題である」とし、 「定款により、脱退
者が払戻を請求できる額を 払込済出資額に限定することはできるが、脱退者の持分払戻請求権を全く剝奪し、又は右の限度以上に制限することは 原則として許されない」とする意見がある
）（
（
。
ここでは、脱退
（退社）
に伴う持分払戻請求を、定款によっても剝奪できない権利と解するかどうかが問いとして
成立すること、そして、拠出額を払戻額の上限 する
（差益を生じさせない）
制約が許容されていることを確認できる。
そして、持分の払戻 結果として差益を生じさせなければ、出資から投資の性格が喪われるので
（現行法としてはたと
えば、金融商品取引法第二条第二項第五号ロを参照）
、持分払戻請求権を保障してもよいという判断が、
（明文にとらわれず）
示されていると言え
）（
（
。 「非営利性」を形式的に判断していない点を特筆すべきである。
（　
営利法人
（合同会社）
についての議論
営利法人につき「持分の譲渡を原則的な出資回収の方法とする一方で 最終手段としての持分の払戻しは保障しつ
つ、その事業の継続性への影響を最小化していくというアプ ーチを採ることが望ましい」という指摘があ
る
）（
（
。出資
公益社団法人における退社の自由と持分の払戻請求権（小宮）
二三五
が行われる
（含、再投資＝出資継続）
ように、団体財産に対する量的・質的変更
（ここに出資者の自由が反映する）
を制約
することで、事業の継続性への影響を最小化するというわけである。
このような、さまざまな要素を考え併せて政策的に最適解を導く考え方は、営利法人を対象とする議論において有
力であ
る
）（（
（
。具体的には、合同会社からの社員の退社につき会社法六〇六条三項
（任意退社）
を強行法規とし、 「やむを
得ない事由があ とき」との要件については、 「定款によって、デッドロックや不当な締出し行為等の解散判決
（会
社法八三三条二項）
の理由となりうるような場合に退社事由を限定することが可能である」との見解として示されてい
る
）（（
（
。その事業体をどのように共同事業の受け皿として機能させるか、存続させるかの判断を軸に据えるこうした考え方
は、非営利法人について考えるときに参考 なる。営利法人の典型とされる株式会社につき、会社法がその事業の継続性に十分配慮していることに鑑みて、 非営利法人だから事業継続性が強く要請されるとの単純化は難しく、
（活
動）
に着目した丁寧な議論
）（（
（
が可能で、また必要ではないか、との示唆が得られる。
非営利法人は多様であり、その参加者が脱退するに至る背景事情もまた多様である。本論文では、非営利法人にお
ける退社の自由と持分の払戻請求権を考えるに際して、当該団体の営む事業の特性とそこから導かれる事業の継続性（に対する要請）
とに着目する
）（（
（
。
（　
退社に伴う持分の払戻を保障すべき理由─事業協同組合における事業の継続性
事業協同組合において「持分の譲渡を原則的な出資回収の方法とする」ことはできるか。
二三六
脱退する組合員から、残る組合員がその持分の全部又は一部を譲り受けるという手段は用意されている。しかしこ
の場合、総会の承認という手続規制とともに、総口数の三五％以下という総量規制を満たさなければならない
（中協
法第一〇条第三項第一号）
。また、中協法第一七条によれば、組合員は、組合の承
諾
）（（
（
を得なければ、その持分を譲り渡
すことができず
（第一項）
、非組合員への譲渡はできない
（第二項）
。組合員は持分を共有できない
（第四項）
。
已むなく解散
（中協法第六二条第一号、第五三条第二号）
という選択をとることも可能であるが、解散によっても、会
社法に謂う「残余財産分配」にあたる手続はない
（中協法第六九条は、会社法第五〇四条の規定を準用しない）
。ただし、
協同組合の解散に代わる合併を行い、そののち自由脱退が行われることは考えられ
る
）（（
（
。組合員の高齢化等に対応し、
協同組合の 併が補助金や交付金など よって各地で政策的に促さ ているようだが、協同組合の規模の維持が目的だとすると、脱退者への払戻 前提と っての政策ということになろう。もとより、Ｐ型の自由脱退を妨げる効果には乏しい。
Ｐ型、Ｎ型を問わず、持分の払戻は不可欠の選択肢であろう。結論として、 「自由脱退」とそれによる持分の払戻
を、拠出額の限度であれば、認めるべき場合があり、定款によってもこの権利を奪 ことはできないと解すべきである。この権利を奪うに足りる事業継続の要請には、定款規 の存在といった理由を凌ぐ重要性が認められてしかるべきであり、払戻を拒む事業協 側に当該要請を立証させる が相当である。
その理由として、次の点を挙げたい。ⅰ
　
出資義務と持分の観念との自然なむすびつき
二三七
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⒜
　「出資義務を課すと、持分があるものと想定される」との発想は、いわゆる公益法人制度改革でも強く意識されている
）（（
（
⒝
　
協同組合法の一部は「非出資型協同組合」を認め、そうした協同組合の組合員には持分が観念されていな
いが、出資義務を課す「出資型協同組合」で出資を履行した組合員には持分が保障されている
）（（
（
⒞
　
財産権保障の趣旨を優越させ、持分とその払戻を認めることで「退社の自由」を実質化すべき場面がある
）（（
（
その上で、具体的な各種団体を想定して指摘する。ⅱ
　
定款で出資を義務づけた事業体については、 「基金」制度を用いたと実質的に解釈すべき場面がありうる⒜
　
非営利法人の中でも、たとえば公的支援の厚い事業体については、事業の継続性に対する出資者の財産上
の貢献は割合的に小さく、当該事業体の事業の公益性が高ければ高いほど、加入時の出資義務には象徴や儀礼としての性格が強まるのではないか
⒝
　
旧民法の公益法人に関する規定に基づき設立された各種の「出資型協同組合」が、整備
法
）（（
（
（第四〇条一項）
によって「特例社団法人
（＝一般社団法人）
」となり、退社による持分の払戻を定める定款規定を削除
（法人法
）（（
（
第一四六条）
しているとしても、移行前の出資は現行法にいう「基金
（右の報告書においては「拠出金」 ）
」に該
当するものとし 、 拠出額 限度で、 法人は返還義務を負う
（法人法一三一条類推）
と解することが可能であり、
また、そう解すべきではないか
二三八
ｓⅱとした点は、公益社団法人すべてにあてはまると主張するつもりはなく、本論文では、そのように解する余地
のある公益社団法人が存在すると結論したい。
そこで以下では例を設け 事業協同組合Ａが、ある産業政策
（ 「野菜価格安定制度」 ）
との関係で、当該政策の一端を
担う公益社団法人Ｂに加入していたものの、Ｂから脱退するという場面を考える。近時の裁判例に基づく設例であるが、事業の内容と継続の要請から判断してＡに対する返還義務を認めるべき一例と考える
）（（
（
。
二
　
公益社団法人における退社と持分払戻
野菜の生産者を組合員とする事業協同組合Ａは、高齢化して廃業する組合員が続く
（Ｎ型脱退が続く）
見込みであっ
たため、総意により解散することを選択した
（中協法第六二条第一項第一号、第五三条第二号）
。公益社団法人Ｂからこれ
を見ると、加入者
（正会員）
の解散なので、Ｂからの〔Ｎ型
（法定）
脱退〕ということになる。現下の日本では、各地
にＡと同様の協同組合を見つけることができるのではないだろうか。
（　
野菜生産出荷安定法
（ 「野菜法」 ）
工業製品について、税や補助金を用いた保護や促進が行われるが、そう 「産業政策」への評価は区々である。
一次産品は、工業製品 異なる扱いを要するが、一次産品を生産する経営体 ついても、その経営安定をはかる保護や促進のための制度が存在する。その当否は本論文で扱わないが、制度の具体的な姿は、政治的な影響を被りながら、
二三九
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形成されてきたものと考える
）（（
（
。
そうした制度のひとつが「野菜価格安定制度」である。その根拠は、野菜生産出荷安定法であり、実施主体として
独立行政法人農畜産業振興機構が指定されている
）（（
（
。
消費と生産の動向はもちろん、市況、気象、輸出入が一次産品の価格を左右するところ、野菜法第一〇条は、 「指
定野
菜
）（（
（
の価格の著しい低落があつた場合」に「生産者補給金」という名の価格補塡を独立行政法人農畜産業振興機構
に行わせる
（ 「指定野菜価格安定対策事業」 （以下「Ｓ事業」とする） ）
。これとほぼ同趣旨で、同法第一四条とそれを承けた
施行令第八条は、 「対象野菜以外の野菜
」）（（
（
につき、第一〇条の業務に準ずるものに必要な「経費を補助する」と定め
る
（ 「特定野菜等供給産地育成価格差補給事業」 （以下「Ｔ事業」とする） ）
。前者と後者では、給付の条件と国からの資金の
流れ方のほか、国、都道府県、生産者
（および出荷団体）
の負担割合が異なる
）（（
（
。
この両者を併せ、仮に「補給金制度」
）（（
） （（（
（
と呼ぶが、その趣旨は「農家の経営に及ぼす影響を緩和し、次期作の確保と、
消費者への野菜 安定的な供給を図る」ことだとされている。こうした公的資金の受け皿となる団体
（ 「野菜価格安定
法人」
）（（
（
）
が、各都道府県に存在し、Ｓ事業、Ｔ事業に分けられた補給金制度の一端を担う。Ａは、野菜価格安定法人で
ある公益社団法人Ｂを通じ、この制度の適用を受けてきた。
（　
公益認定を受けた「野菜価格安定法人」からの脱退
（退社）
公益社団法人Ｂは、一九七三
（昭和四八）
年某月某日に旧民法三四条の「公益法人たる社団法人」として設立され、
野菜法上の「野菜価格安定法人」となったが、二〇〇八
（平成二〇）
年某月某日には特例社団法人
（＝一般社団法人）
二四〇
に移行
（整備法第四〇条一項）
、二〇一三
（平成二五）
年四月一日には公益社団法人となっている
（整備法四四条、一〇六
条一項、一〇七条）
。Ｂの正会員は、Ｂの区域の全部又は一部をその地区とする農協連合会、農協、事業協同組合等と
いうことで Ａは一二〇口
（一二〇万円）
の出資を履行済の正会員であった。Ａは解散をしたため、Ｂの法定退社事
由に該当する
（法人法第二九条第三号）
。
（
（）　
Ａの脱退
Ａが出資した当時のＢの定款
（以下、原始定款という）
には、正会員となるための出資義務
（原始定款八条一項）
、現金
の出資
（同三項）
と相殺による対抗禁止
（同四項）
、また、解散による法定脱退
（同一一条一項一号）
が規定されていた。
さらに、同条二項は「
（予告義務付きの）
任意脱退」を定めていた
）（（
（
。
正会員が加入時に 財産は「出資金」名目で「基本財産」を構成し
（同三九条一項 号）
、この基本財産から
「一四条一項及び二項の規定により出資の払戻しをする」ことが規定されていた
（同二項）
。借入金の償還を実現する
ために基本財産を「取崩す」場合には、 Ｂの総会の議決を経、 かつ知事の承認を受けなければならなかったが
（同三項）
、
一四条の払戻
（ 「正会員の脱会」による払戻）
について条件は付されていない
）（（
（
。
ＡとＢの立地する某県
（生産流通課）
は、二〇〇二
（平成一四）
年某月、Ｂに対し、原始定款一四条は公益法人の性
質上妥当でないとして、定款変更時に改善
（削除）
するよう指導し
た
）（（
（
。Ｂは、二〇〇四
（平成一六）
年六月某日、Ｂの
第三一回通常総会で定款変更を決議した
（Ａはこの総会に出席し、定款変更議案に賛成票を投じた）
。定款変更は、Ｂにお
いては、特別議決を要したが
（二九条一号）
、当時の総社員二七名中、二四名
（含代理・書面行使）
の賛成で、総会にお
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いて出席した正会員の議決権の三分の二以上の多数による議決であった。
ところが、 ＡはＢに対し、 二〇〇九
（平成二一）
年一二月、 同年八月三〇日を以て「休会」した旨を届け出た。理由は、
Ａの会員の減少と生産者の高齢化に伴う生産物の激減であった。その約三年後、ＡはＢに対し、二〇一二
（平成二四）
年五月一日付けで、同年四月三〇日を以て「解散」した旨を届け出た。二〇一二
（平成二四）
年七月一〇日、ＡはＢ
に脱退を届け出るとともに、出資金一二〇万円 払戻を請求した。
このようなＢについて、定款変更の経過を重視して、変更に賛成したＡに禁反言の原則を用いるかのような判断は
ありう
る
）（（
（
。しかし、ここでは、定款によっても奪えない権利として払戻を認め得るか否かに焦点を絞りたい。 「退社
に伴う出資金の払戻請求権を否定する」以外の結論を導くことができないだろうか。（
（）　
形式的対応
県の指導に代表される考え方は、◦非営利性とは、社員が、剰余金配当請求権も、残余財産分配請求権も持たないことを意味する◦Ｂの社員は、法人に対する持分等の自益権的 利を持たないものと解される
（法人法一一条二項
）（（
（
）
◦脱退に基づく出資金払戻請求権とは、残余財産分配請求の前倒しである
（から、残余財産の帰属に関する定款規定に
より出資金払戻請求権についても定めたと考えてよい）
◦法人法二三九
条
）（（
（
は、残余財産の帰属につき、原則として定款により
（第一項）
、定款により定まらない場合に社員
総会又は評議員会の決議による
（第二項）
と定める
（これは、旧民法七二条一項に同じ＝定款・寄附行為によって指定し
二四二
た者にまず帰属する）
といったところではないか。そうであるとすればそこには事業の継続性をはじめとするＢの「野菜価格安定法人」としての活動への目配り みられない。法人法の条文と からの演繹で結論 出してよいだろうか。（
（）　
同種の「公益的事業」─果振法─における実質的対応
「会費」などと称する負担は、 「経費の負担」であり、もし経費負担を越えて団体としての基本的な財産を会員から徴収して活動資金とした 場合には、 「基金」制度の利用を考慮 べきだろう。果振法で「都道府県法人」とされる
（Ｂに匹敵する）
団体について調べてみる。するとたとえば「公益社団法人
 青
森県青果物価格安定基金協会」は、 「長期預り金」と う名目で加入に際して財産提供の義務を課し、預り金の限度で払戻請求権を認める
（定款八条
））（（
（
。 「公益社団法人
 三重県青果物価格安定基金協会」も「預り金」の名の下に義務を
課し、 与え
（定款三五条）
）（（
（
。
これを評価するに、同様の事業を行いながらもＢとは異なり、加入に際して課したかつての出資の趣旨を正しく把
握し、預り金と構成しているものと考える。実質的には、出資と持分という捉え方が相応しいということであり、あたかも基金制度を利用しているように解釈す ことができるということだろう。「全国漁業共済組合連合会
」）（（
（
は、根拠法である漁業災害補償法が、すべての漁業共済組合
（第七条第一項）
に、⑴加
入義務を課し
（第六三条）
、⑵出資を義務づけ
（第六七条第一項、第一三条）
、⑶退社に伴う持分払戻請求権を定めている
（第六七条第一項、第二〇条第一項）
。ここにも出資義務と持分払戻請求権の連動を看て取れる。右の⑵⑶は、漁業共済
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組合の条文の準用であり、役割がＢに近いと思われる漁業共済組合
（第五条により法人格を有する）
についても、状況
は同じである。（
（）　
私見
Ｂは、県の指導の前後でも、定款変更の前後でも、団体としての内実、事業の実態に変化はない。そして県は、持
分の払戻規定のある原始定款を認めていた。県の指導 あっても、定款変更がなされても、出資金払戻には応ずることができるし、応ずるべきである。ＢがＡの払戻請求に応じても財務上さしさわりのない場 には当然に、払込額の限度で払戻に応じなければならない。
◦Ｂへの正会員としての加入時に出資が義務づけられていた で、持分を観念していたと扱うのが相当である
）（（
（
◦野菜価格安定法人Ｂは、 「農家の経営に及ぼす影響を緩和し、次期作の確保と、消費者への野菜 安定的な供給
を図る」ための、いわば半官の事業体であり、正会員が率先して公益事業を営む「出資型のＮＰＯ」とは異なる（加入時に出資を募って維持費を捻出しないと存続できないような事業体とは言いがたい）
◦野菜法に基づく補給金を某県におい 分配する事業は、今後も政策的に継続されるのであり、解散するＡがＢか
ら払戻を受けないという経済的負担によってようやく事業が存続できるといった状況に立ち到ることはない
◦Ｂはその経費を適切に徴収することで、事業体を維持できる
（法人法第二七条）
◦ＢにおいてＰ型脱退が生じたと と、脱退する者は払戻がないという経済的損失を覚悟の上で脱退させるとい
二四四
うこととなるが、そこに積極的な意味は乏しい
三
　
む
　
す
　
び
一般社団法人の多様性は無視できない。それらについて、 「構成員への団体財産の分配がなされれば、非営利性を
認められない」という考え方を杓子定規にあてはめることは妥当でない。形式的には「分配」に該当するとしても、団体財産の分配
（出資金の返還）
が一切認められないとすることには疑問がある。団体への加入時に拠出した金額の限
度であれば、いくつかの条件のもとに、返還する余地を認 てよいと考える。
粗い検討に過ぎないが、左の方向感を示して本論文をむすぶ
）（（
（
。
◦出資
（にあたる財産の拠出）
を義務づけた団体の団体財産に対しては、出資
（拠出）
者の持分の観念が生ずるとい
う基本的な発想を、できるだけ貫くのが相当
（返還請求権の存在を容易に否定するべきではない）
◦持分の譲渡という回収方法を用いる可能性も拓ける
◦ここから、
◦出資を
（かつて）
義務づけた団体において、退社時に返還を拒むには、積極的な理由づけを要する
（出資を限度
とする返還請求権である場合には特に）
◦定款変更が行われていたとしても、
（かつて）
義務づけた出資
（拠出）
は、基金として受け容れたものと解釈し、
二四五
公益社団法人における退社の自由と持分の払戻請求権（小宮）
法人法第一四一条等を類推適用する余地がある
（長期）
預り金といった定款規定を設けるのは、基金制度の利用と解することができ、法人法の基金制度の条
文を類推適用するべき場合がある
◦高度に公益的な事業を営む団体
（公益認定を受けるか否かを問わない）
は、加入時に出資を義務づけるべきではな
く、 「非出資型非営利団体」として活動すべき
高度に公益的な事業を営む団体とは、キャッシュフローに占める公的資金の割合が相当程度高い団体を謂う
（本論文は、二〇一三年度中央大学特定課題研究の成果の一部である。 ）
（
（）中小企業等協同組合法（昭和二四年六月一日法律第一八一号）
（
（）一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成一八年六月二日法律第五〇号）
（
（）全国中小企業団体中央会編「中小企業等協同組合法逐条解説改訂版」 （第一法規、二〇一五年）九頁は、 「組合は、自己の名前と自己の計算において、購買、販売、保管、運送、加工、金融などの営利会社と同様の事業をなすこと 許され、これによって実質的に組合員の利益を図ることを目標としており、その外部的活動においては、営利会社とほとんど異ならない点で、営利法人的性格を有する。その反面、組合は、会社のように組合自体に多額の利潤を収め、組合員に配当を行うことを直接の目的とせず、組合員の相互扶助を精神とし 共同事業に って経済的に弱い立場に立たざるを得ない中小規模の事業者に公正な経済活動の機会を確保し、その経済的地位の向上を図るという点で非営利法人的性質を持つ」として、本文の結論を示す。また、村山光信「解説中小企業協同組合法〔第二版〕 ） （日本評論社、二〇一四年）一四頁（⑵
 組合の非商人性）
参照。
二四六
（
（）産業組合法（明治三十三年三月七日法律第三十四号） 、明田作「協同組合法の系譜と将来展望」農林金融二〇一二年二月号（農林中金総合研究所）二頁、六頁を参照。
（
（）上柳克郎「協同組合法」 （有斐閣、再版一九六六年） 、一九頁註（三）および、大塚喜一郎「判例協同組合法」 （商事法務研究会、一九八一年）一七〇頁参照。
（
（）環太平洋戦略的経済連携協定：
T
rans-P
acific Strategic E
conom
ic P
artnership A
greem
ent （
T
P
P
）は、Ｎ型脱退のさらな
る増加という影響を及ぼすかもしれない。Ｐ型脱退の事例が相次ぐのは、 「地方創生」が軌道に乗った暁だろう。
（
（）上柳・前掲註 （
（） の文献八二頁、さらに村山・前掲註 （
（） の文献一七六頁。
（
（）上柳・前掲註 （
（） の文献九二頁註（四）では、⑴「組合員が協同組合に加入する直接の目的は組合の事業を利用すること
であって、金銭的利益の分配 受けることでは から、 した組合員の持分払戻請求権の制限ないし剝奪は協同組合制度の趣旨と絶対に両立しないとはいい難い」 いう事情と、⑵「持分払戻請求権の制限により、協同組合の財産的基礎を堅実にすることは、小規模の事業者又は消費者の経済的地位向上をはかろうとする協同組合制度の理想を実現するの 役立つ」という事情を併せ考え として る。⑴⑵とも、事業体存続のために持分払戻請求権 制限ないし剝奪を是とする方向で作用する事情である。
（
（）棚橋元「新しい企業形態─合同会社・有限責任事業組合・投資事業有限責任組合」江頭憲治郎編『株式会社法大系』 （有斐閣、二〇一三年）六一三頁、六四五頁。出資回収の手段が余りに制約されていると、そもそもの出資自体を躊躇させる大きな要因となる 方、会社ないし組合の財産からの投資回収が容易となると、他の出資者の離脱により事業 継続性が保たれなく るという懸念が生じ、 「出資の回収 いう論点は、これらの相反する要素を勘案の上、どこにそ 均衡を求めるかという点に尽き 」とする（六四〇頁）
（
（0）株式会社は会社の永続性を前提とした組織形態であるが、合同会社は必ずしも会社の永続性を前提としていない組織形態であり、これが持分の譲渡を原則とする株式会社と退社による 社財産からの持分の払戻を原則とする合同会社との差異を説明するが のような差異は両者の本質というよりも立法政策による 指摘する、宍戸善一「合同会社 社員の持分評価─譲渡制限株式の評価との比較─」 （出口正義・𠮷本健一・中島弘雅・田邊宏康編『企業法の現在』 （青竹正一先生古希記念）信山社、二〇一四年）四三四頁を参照 特 註
（（とその本文） 。なお、その註
（0では、アメリカにおける三種の政策判
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断が示されている。なお、大野正道「社員・組合員の退社・脱退に伴う持分の払戻と補償条項」 （ 「商工金融」四六巻六号・一九九六年六月、
 一般財団法人商工総合研究所）二五頁以下との連続性は、本論文では十分に検討できなかった。
（
（（）宍戸・前掲註 （
（0） の文献四三五頁、および、その註
（（を参照。
（
（（）宍戸・前掲註 （
（0） の文献は、その註
（（で、合資会社の有限責任社員の退社に関する大審院判決（大判昭和六・六・一法律
新聞三三〇 号一四頁）の判旨（やむを得ない事由があるか否かは、 その社員を中心とするすべての事情を斟酌すべきもので、その社員の一身上の事情のみに着眼し、その他の事情を斟酌すべきでないとは言えない）を紹介する。
（
（（）最高裁平成一一年二月二三日判決（民集五三巻二号一九三頁）の事案のように、任意の団体であっても「拘束」の可否を検討する姿勢が求められている。参照 滝澤昌彦・法教二二八号一二二頁、松本恒雄・リマークス二〇〇〇年（上）五四頁、山田誠一・平成一一年度重判解（ジュリスト一一七九号）八五頁、磯村保・判例セレクト一九九九（法教二三四号別冊 二〇頁、さらに、大村・民法判例百選Ｉ〔
（版〕有斐閣、二〇一五年、三七頁。なお、山口敬介「非営利団体財産に対する離
脱者の権利（一） 〜 （七） （未完） 」法学協会雑誌第一三一巻第五・六・七・八・九・ 〇号（二〇一四年） 、第一三二巻第九号（二〇一五年）がある。
（
（（）全国中小企業団体中央会・前掲註 （
（） の文献は、この承諾は総会決議でなく理事会の意思決定でよいとする（一一八頁） 。
同旨、村山・前掲註 （
（） の文献一七九頁。
（
（（）自由脱退による持分の払戻では、持分の算定を経て払戻金額が決まる（中協法第二〇条第二項） 。合併により持分価値が平準化されるため、当事組合間で団体財産に違いがあった場合、より少なかった組合の組合員が合併後に脱退したとき 払戻金額について調整することは考えられる。
（
（（）「公益法人制度改革に関する有識者会議報告書」
　
（一般的な非営利法人制度
　
⑶社団形態の非営利法人制度②営利法人と
の区別に掲げられたア〜エの四点（六頁） 、および「 （別紙）非営利法人制度の創設に関する試案」第三社団形態の法人（注）に掲げられた四つの基本的要素（ 頁）と その説明となっている同会議の議事録（特に、 五回（能見発言） ）を参照。なお、この四点は、社員 権利・義務の内容として、ア出資義務を負わない、イ 益（剰余金）分配請求権を有しない、ウ残余財産分配請求権を有しない、エ法人財産に対する持分を有し い、 四点である。後掲註 （
（（） の本文を参照。なお、上柳・
前掲註 （
（） の文献には、持分譲渡という回収手段を退社による払戻に劣後する手段と評価するような記述が見えるが、各法
二四八
の考え方を精査せざるを得ない（九四頁、および、その註（七）を参照） 。
（
（（）「非出資組合」の例をふたつ挙げる。⑴中小企業団体の組織に関する法律は、非出資の商工組合や、非出資の商工組合連合会を認める（第六条、第三五条） 。同法第三九条は「出資組合の組合員」についてのみ持分払戻を定める。⑵生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律は、非出資の生活衛生同業組合（第八条第二項）や非出資の生活衛生同業組合連合会（第五六条、第八条第二項）を認め 。同法第二一条 二は、 「出資組合の組合員」についてのみ持分払戻を定める。村山・前掲註 （
（） の文献一四七頁参照。
（
（（）剰余金の分配禁止は、 「事業の継続性（協同組合の存続可能性向上） 」に貢献するため、財産権保障の趣旨が後退しても致し方ない。しかし、退社に伴う持分の払戻の禁止は、出資額を上限とする払戻であれば少なくとも、事業の継続性よりも財産権保障の趣旨を優越させるべき場合があるはずだとの趣旨である。両者が同様に事業 継続性に正の影響を与えるという点を強調しすぎてはならない。
（
（（）前掲註 （
（）を参照。
（
（0）一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成一八年六月二日法律第四八号）
（
（（）高松高等裁判所平成二五年八月二三日判決（出資金払戻等請求控訴事件） 、及び、一審、徳島地方裁判所平成二五年二月二七日判決（判例時報二二四九号四九頁） 上告受理申立て〈不受理〉平成二六年 月四日最決（判時コメントによる） ） 参照。
（
（（）本間正義「現代日本農業の政策過程」 （慶應義塾大学 版会、二〇一〇年）によると、 「野菜法」は安定基金制度のひとつとされ、管理価格制度など、他の つの価格政策に比べて最も市場介入度の小さいものに分類されている 一一八頁、一二二頁） 。前掲註 （
（）を参照。
（
（（）この組織は、畜産における同様の制度を担う（加工原料乳生産者補給 制度・肉用子牛生産者補給金制度・肉用牛繁殖経営支援事業・肉用牛肥育経営安定特別対策事業（ 「新マルキン」 ） ・養豚経営安定対策事業） 。
（
（（）指定野菜は、キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい ピーマン、レタス、たまねぎ、ばれいしょ、ほうれんそう（一四品目）である（野菜法第二 同法施行令第一条） 。大臣の指定を受けた、指定野菜の「野菜指定産地（野菜法第四条） 」に育つ指定野菜を 対象野菜」という（野菜法 〇条） 。
（
（（）三五品目の「特定野菜」は、アスパラガス、いちご、えだまめ、かぶ、
かぼちゃ、カリフラワー、かんしょ、グリーンピー
二四九
公益社団法人における退社の自由と持分の払戻請求権（小宮）
ス、ごぼう、こまつな、さやいんげん、さやえんどう、しゅんぎく、しょうが、すいか、
スイートコーン、セルリー、そら
まめ、ちんげんさい、生しいたけ、にら にんにく、ふき、
ブロッコリー、みずな、みつば、メロン、やまのいも、れんこん、
ししとうがらし、わけぎ らっきょう がうり、オクラ、みょうが、である（野菜法第一四条、同法施行令第八条） （太字傍線で示す三品目は「重要特定野菜」として、国の負担分が大きい（次註を参照） ） 。
（
（（）前者 （野菜法第一〇条の 「指定野菜価格安定対策事業」 ） の負担割合は、 〔国五分の三・都道府県五分の二・出荷団体等五分の二〕が基本だが、後者（同法第一四条の「特定野菜等供給産地育成価格差補給事業」 ）は 〔国三分の一・都道府県三分の一・出荷団体等三分の一〕を基本と は、 〔国二分の一・都道府県四分の一・出荷団体等四分の一〕の負担割合である。なお、生産者とその集合である出荷団体を併せて「出荷団体等」と呼ぶ（独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書第八七条第一項） 。
（
（（）果実については「果樹経営支援対策事業」がある。根拠は果樹農業振興特別措置法（ 「果振法」 ） 、その実施主体には、日本でただ一つ、公益財団法人中央果実協会 指定されている（果振法第四条の四） 。たとえば「うんしゆうみかん」は、 「指定果実（果振法第四条の三第一項、果振法施行令 五条） 」として、本論文に謂 「補給金制度」の対象である。
（
（（）漁業に関する類似の制度 、共済が基本である（実施主体の全国漁業共済組合連合会は、この制度を「ぎょさい」と称している） 。これを前提に、水産資源管理への協力と組み合わせた補塡事業が存在する（ 「積立ぷらす」 ） 。根拠となる法律漁業災害補償法 ある。
また、漁業用燃油・養殖用配合飼料の価格の変動に備えた経営安定対策（ 「漁業経営セーフティーネット構築事業」 ）が存
在する。こちらの事業主体は、一般社団法人漁業経営安定化推進協議会であり 根拠法は、補助金 係る予算の執 の適正化に関する法律である（実施要領という名の農水省事務次官依命通知が詳細を定める） 。
（
（（）「野菜価格の安定を目的として都道府県の区域を単位として設立された一般社団法人また 一般財団法人」であり、これを「野菜価格安定法人」という（独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書第八七条第三項） 。 「その他の者」と併せて「野菜価格安定法人等」という
（
（0）ここで 予告義務付き」と言うのは、 「正会員は六か月前までに本会 Ｂ）に予告し、事業年度の終わりにおいて脱退することができる」という類の任意脱退規定である。
二五〇
（
（（）一四条
　
正会員が脱会したときは、その者又はその権利義務を包括承継した者はその出資額の全部又は一部の払い戻しを
請求することができる。ただし、除名により脱会する正会員については、この限りでない。二
　
前項の請求があったときは、本会はその者が脱会した日の属する事業年度の末において、
その者の出資の額を限度とし
て払い戻すものとする。 （傍線筆者）
（
（（）医療法人につき、社員の退社時における持分払戻請求権及び解散時における残余財産分配請求権について払込額を限度とすることを定款において明らかにす という出資額限度法人を、定款案を示しつつ厚生労働省が勧奨したのは、二〇〇四（平成一六）年八月一三日医政発第
0（（（00（
号各都道府県知事あて厚生労働省医政局長通知による。設例の基となった裁判例に
おいて、Ｂに対する某県の指導は、より早かっ ということ なる。
（
（（）設例の基となった裁判例 おいては、この点に重点がおかれた。第一審では「 （な 、本来的にこのような返還請求権が認められるか否かはとりあえずおく。 ） 」とされたところ、第二審では、Ｂへの出資金が、Ｂの事業内容や収支の規模等に照らして、⑴出資金との名目の預託金や貸金と 解しがたく、⑵脱退者からの請求があれば出資金の限度で一定の支払を行うものと たのが原始定款である、とされた。その上で、 「いわゆる公益法人たる社団法人に対する出資金（＝寄付金） 」に関するＢ 内部規約にとどまり、定款変更によって奪える権利だとした。
（
（（）「社員に剰余金又は残余財産の分配を受ける権利を与える旨の定款の定めは、その効力を有しない。 」
（
（（）第一項「残余財産の帰属は、定款で定めるところによる。 」
第二項 「前項の規定により残余財産の帰属が定まらないときは、 その帰属は、 清算法人の社員総会又は評議員会の決議によっ
て定める。 」
（
（（）第八条
　
協会は、第四条第一項第一号から第五号までに掲げる事業を円滑に実施するため、理事会の定めるところにより
会員から長期預り金を引き受ける。二
　
事業毎の長期預り金の額については、理事会の決議を経て別途定める。
三
　
長期預り金一口の金額は、一万円とし、一時に引受けるものとする。
四
　
協会は、事業を廃止し、又 会員が退会 たこと より、会員から長期預り金の払戻しの請求があったときは、長期預
り金を返還するものとする。ただし、退会した会員が協会に対して支払うべき債務があるときは、前項の規定により返還
二五一
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すべき額と相殺することができる。
（
（（）第三五条
　
この協会は財政基盤の強化のため、正会員より預り金を徴収する。
二
　
正会員は預り金一〇口以上をこの協会に払い込むものとする。
三
　
預り金一口の額は一〇、 〇〇〇円とする。
四
　
預り金は、現金をもって払い込むもの
五、六（略）七
　
預り金は、次のいずれかに該当するときは、正会員の請求によりそ 正会員の預り金を限度として払い戻すものとする。
⑴
　
正会員が退会したとき
⑵
　
この協 が解散したとき
（
（（）前掲註 （
（（） を参照。なお、一般社団法人漁業経営安定化推進協議会 定款はネット上に公開されておらず、閲覧できな
かった。
（
（（）前掲註 （
（（） を参照。なお、設例の基となった裁判例において、定款八条は加入時に出捐を義務づけていた。高裁判決は、
当該金員は当然にＢの資産中「基本財産」を構成し（定款三九条一項一号） 、その取崩は一定の場合に限定され（定款三九条二項三項） 、運用益はＢの管理運営に関する経費等に充てられる（定款三七条、三八条か）と認 した。
（
（0）大塚・前掲註 （
（） の文献には、本文に示す方向感の基点が示されているように思われる（特に三九三頁、四〇〇頁、
 
四五一頁以下） 。前掲註 （
（（） を参照。
（本学法学部教授）
